
証券コード  8225
平成30年６月12日

株  主  各  位
長野県長野市大豆島5888番地

代表取締役社長 久 保 田  一 臣

第72期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第72期定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水
曜日）営業時間終了の時(午後５時30分)までに到着するようご返送くださいま
すようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 長野県長野市大豆島5888番地

当社本店３階ホール
(末尾の会場ご案内図をご参照ください。)

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第72期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日)

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第72期（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日)
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 　剰余金処分の件
第２号議案 　取締役５名選任の件
第３号議案 　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正
が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.kk-takachiho.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

 (平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策等の効果もあり、企

業収益や雇用情勢が改善するなど、緩やかな回復基調が続いておりますが、欧

米の政策動向の影響やアジア・中東の情勢不安による原油相場への影響、新興

国経済の景気下振れリスク、地政学的リスクの高まり等、未だに先行き不透明

感が強まっております。また、個人消費の拡大に対する期待感はあるものの、

節約志向の継続から個人消費の伸びに力強さを欠き、本格的な安定成長を実感

するまでには至っておらず、当社グループを取り巻く環境は依然として厳しい

状況で推移しております。

　このような状況の下、当社グループでは「チーム力を高め、最大の成果を生

み出そう」を年度スローガンとし、みやげ事業を中心に販路拡大策の実施や社

内業務の改善に取り組んでまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は10,510百万円（前連結会計年度比1.2％

減）、営業利益は166百万円（前連結会計年度比32.9％減）、経常利益は142百

万円（前連結会計年度比34.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は138百

万円（前連結会計年度比3.0％増）となりました。
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事業別の状況

　事業別売上の状況は次のとおりであります。

[みやげ卸売事業]

　みやげ卸売事業は、当社及び当社子会社により地域の特色を活かした商品開

発と当社開発のオリジナル商品群の提案による販路拡大を進めてまいりました

が、一部観光地における客数の減少も見られ、この結果売上高は6,073百万円

（前連結会計年度比1.3％減）となり、営業利益は327百万円（前連結会計年度

比1.8％減）となりました。

[みやげ小売事業]

　みやげ小売事業は、一部店舗において入込客の減少が見られましたが、昨年

３月下旬に鎌倉駅ビル内に出店した「鎌倉旬粋」及び、昨年９月中旬にイオン

モール松本内に出店した「ハートメモリー信州」の売上が寄与し、売上高は

1,368百万円（前連結会計年度比5.3％増）となりましたが、営業利益は販売費

及び一般管理費の増加により０百万円（前連結会計年度比89.3％減）となりま

した。

[みやげ製造事業]

　みやげ製造事業は、当社や各地の当社子会社及び各観光地の取引先の地域性

を活かしたオリジナル商品の開発と提案による積極的な生産活動に努めてまい

りました。この結果、売上高は210百万円（前連結会計年度比2.5％減）となり

ましたが、営業利益は製造原価の減少、販売費及び一般管理費の削減により25

百万円（前連結会計年度比91.5％増）となりました。

[温浴施設事業]

　温浴施設事業は、各種イベントを積極的に企画・情報発信・実施すると同時

に、接客・サービスのレベルアップ及び各施設においてリピーターの増加に努

めてまいりましたが、来場者数並びに客単価が減少したことにより、売上高は

1,692百万円（前連結会計年度比3.2％減）となり、営業利益は一部原価の価格

上昇により77百万円（前連結会計年度比32.9％減）となりました。
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[不動産賃貸事業]

　不動産賃貸事業は、長野市内の「ショッピングタウンあおぞら」のテナント

管理を中心に営んでおります。これらの賃料収入は108百万円（前連結会計年度

比0.6％増）となり、営業利益は45百万円（前連結会計年度比1.9％減）となり

ました。

[アウトドア用品事業]

　アウトドア用品事業は、シーズンに合わせたユーザー参加型のイベントの企

画・開催によりお客様ニーズの発掘と購買意欲を喚起してまいりました。また

ユーザーに合わせた各種情報の収集とSNS等による情報発信を積極的に行って

まいりましたが、天候不順による客数、販売数の減少により、売上高は560百万

円（前連結会計年度比3.5％減）となりましたが、営業利益は販売費及び一般管

理費の減少により18百万円（前連結会計年度比26.3％増）となりました。

[その他事業]

　その他事業は、長野県内におけるギフト店、飲食店、和洋菓子直売店等の運

営が含まれ、催事・イベント等販売活動を積極的に推進してまいりましたが、

売上高は本年２月末をもって営業譲渡をした「シャトレーゼ稲里店」の影響が

一部あり496百万円（前連結会計年度比6.6％減）となり、営業利益は本年３月

下旬に長野市の善光寺仲見世通りに開店した「門前そばももとせ」の出店経費

の計上により９百万円（前連結会計年度比65.4％減）となりました。

②　設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の総額は177百万円で、

その主なものは、みやげ小売事業・その他事業における新規出店に係る

設備投資費用及び不動産賃貸事業における建物の改修工事費用、並びに

温浴施設事業における設備老朽化に伴う入替費用等であります。

③　資金調達の状況

　資金調達について特記すべき事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

　①　企業集団の財産及び損益の状況

項　目
第69期

平成27年３月期
第70期

平成28年３月期
第71期

平成29年３月期

第72期
(当連結会計年度)
平成30年３月期

売 上 高(千円) 11,437,257 11,289,511 10,640,668 10,510,518

経 常 利 益
又は経常損失（△）

(千円) △59,973 270,495 216,496 142,129

親会社株主に帰属する当期

純 利 益

又 は 当 期 純 損 失（△）
(千円) △147,206 138,669 134,241 138,212

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

又 は 当 期 純 損 失 ( △ )
(円) △23.52 22.16 21.46 220.93

総 資 産(千円) 6,676,687 6,582,590 5,840,135 5,418,891

純 資 産(千円) 1,406,963 1,537,353 1,674,688 1,799,196

(注)１．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、自己株式を控除した期中平均の株式数に

より算出しております。

　　２．平成29年10月１日付で株式併合（10株を１株に株式併合）を行っております。当連

結会計年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益

又は当期純損失を算定しております。

　②　当社の財産及び損益の状況

項　目
第69期

平成27年３月期
第70期

平成28年３月期
第71期

平成29年３月期

第72期
(当事業年度)
平成30年３月期

売 上 高(千円) 10,584,129 10,367,438 9,787,749 9,705,478

経 常 利 益(千円) 6,287 201,070 214,322 141,152

当 期 純 利 益

又 は 当 期 純 損 失（△）
(千円) △90,736 84,749 137,975 141,653

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

又 は 当 期 純 損 失 ( △ )
(円) △14.50 14.45 22.05 226.43

総 資 産(千円) 6,677,687 6,514,800 5,818,163 5,389,985

純 資 産(千円) 1,448,551 1,525,022 1,666,090 1,794,039

(注)１．１株当たり当期純利益又は当期純損失は、自己株式を控除した期中平均の株式数に

より算出しております。

　　２．平成29年10月１日付で株式併合（10株を１株に株式併合）を行っております。当事

業年度の期首に当該株式併合が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益又は

当期純損失を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

   ① 親会社との関係

　　　該当事項はありません。

   ② 重要な子会社の状況

会 社 名
資本金
（千円）

当社の議
決権比率
（％）

主 な 事 業 内 容

有限会社タカチホ・サービス  3,000 　100.0 業務の請負、損害保険代理店業

株式会社越後銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社札幌旬彩堂 10,000   100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社青森銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社奥羽銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

庄和堂株式会社 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社蔵王銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社郡山銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社赤城銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社佐渡銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社東京旬彩堂  3,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社富士銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

株式会社ひだ銘販 10,000 　100.0 観光みやげ品製造・卸・小売業

(注) 当社の連結子会社は、上記の子会社のみであり、持分法適用関連会社は

ありません。
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(4) 対処すべき課題

　当業界をとりまく経営環境は、個人消費の抑制の継続に加え、企業間競

争がいっそう厳しさを増すものと考えております。このような状況のなか、

当社は「スピード化と実行力の向上」を年度スローガンとして、社員全員

が一丸となって知恵を結集し意識改革と業務改善を実行してまいります。

①人材活用

　人材育成として業務レベルの向上による生産性ＵＰ、モチベーション、

やりがいの提供、人間力の向上、実行力の強化として教育で得たものを即

仕事に反映させ成果を出す、何らかの行動に変える、チャレンジの促進に

努めます。また、組織力強化として縦・横の連携、部署間での協力体制、

情報の収集と集約を目指してまいります。

②売上目標の達成

　既存得意先・常連客のシェア向上、新規チャネル・顧客の開拓により販

売チャネルを強化し、成熟期から衰退期に入った売れ筋商品の再興、粘り

強い商品育成、効果的な販促強化、地域特化商品開拓により商品力強化に

努めます。また情報の収集と集約、ソリューション提供、ニーズやトレン

ドの分析と予測によるマーケティング力の強化を目指してまいります。

③業務精度向上

　商品仕入の適性化、雑損・ロス・欠品リスクの低減、売り切る力を付け

ることにより、効果的な在庫運用を行い、人時生産性目標を設定し、生産

性向上に努め、業務効率化を目指してまいります。

④企業のモラルと社会的責任の遂行

　法知識の習得、５Ｓ（整理・整頓・清掃・清潔・躾）による品質管理、

リスクマネジメントを行い、コンプライアンス遵守に努め、適正なガバナ

ンスに基づいた健全な成長、内部監査精度向上によりガバナンスの徹底に

取り組んでまいります。

(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　当社グループの事業は、観光みやげ品の卸売事業、みやげ小売事業、み

やげ製造事業、温浴施設事業、不動産賃貸事業、アウトドア用品事業及び

ギフト用品などのその他一般小売事業で構成されております。
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(6) 主要な営業所（平成30年３月31日現在）

①　当社

本　社　　長野県長野市大豆島5888番地

営業所　　長野営業所（長野市）・松本営業所（松本市）

小売店舗　みやげ品小売店舗「九九や旬粋」（長野県）など15店舗

一般商品小売店舗「バンバン高田店」（長野県）など6店舗

製造工場　「お菓子工房」（長野県）１施設

温浴施設　「まめじま湯ったり苑」（長野県）など６施設

その他　　「ショッピングタウンあおぞら」（長野県）１施設、2店舗

②　主要な

子会社

有限会社タカチホ・サービス

　本社：　長野県長野市大豆島5888番地

株式会社越後銘販

　本社：　新潟県新潟市中央区大島156番地１

株式会社札幌旬彩堂

　本社：　札幌市白石区菊水元町八条三丁目５番55号

株式会社青森銘販

　本社：　青森県十和田市東三番町３番41号

株式会社奥羽銘販

　本社：　岩手県盛岡市津志田中央二丁目７番８号

庄和堂株式会社

　本社：　山形県鶴岡市文下字広野11番地１

株式会社蔵王銘販

　本社：　宮城県仙台市宮城野区萩野町一丁目13番地８号

株式会社郡山銘販

　本社：　福島県郡山市安積町荒井字大久保45番地１

株式会社赤城銘販

　本社：　群馬県沼田市久屋原町212番地５

株式会社佐渡銘販

　本社：　新潟県佐渡市上矢馳640番地

株式会社東京旬彩堂

　本社：　東京都足立区入谷一丁目12番14号

株式会社富士銘販

　本社：　静岡県御殿場市板妻字82番地67

株式会社ひだ銘販

　本社：　岐阜県高山市松本町72番地１
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(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

　①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

185名 ７名減

(注) 使用人数は就業人員であり、パートタイマー及び嘱託社員は含んでおりません。

　②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

173名 ６名減 40.7歳 15.0年

(注) 使用人数には、パートタイマー及び嘱託社員の61名は含まれておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 936,666千円

長 野 信 用 金 庫 667,846

長野県信用農業協同組合連合会 195,022

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 167,495

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 120,052
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成30年３月31日現在）

①　発行可能株式総数　　　　　　　 1,600,000株

（注）平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会決議に基づく定款の一部変更により、

平成29年10月１日付で、発行可能株式総数を16,000,000株から1,600,000株に変更し

ております。

②　発行済株式の総数　　　　　　　　 727,500株

（注）当社は、平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会決議に基づき、平成29年10月

１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を行いました。これにより、発行済株

式の総数は、前期末（7,275,000株）に比べ6,547,500株減少しました。

③　株主数　　　　　　　　　　　　　　 1,175名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

久 保 田 　 知 　 幸 42,300 株 6.8％

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 31,100 5.0

長 野 信 用 金 庫 24,000 3.8

久 保 田 　 一 　 臣 19,300 3.1

宮 　 尾 　 　 　 聡 17,100 2.7

宮 　 尾 　 　 　 勝 16,850 2.7

二 本 松 　 武 　 典 16,000 2.6

所 　 正 純 14,500 2.3

八 十 二 キ ャ ピ タ ル 株 式 会 社 10,000 1.6

高 山 幸 博 9,500 1.5

(注) １．当社は、自己株式101,909株を保有しておりますが、上記大株主から除いておりま

す。また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

　　 ２．久保田知幸氏は、平成30年１月21日に逝去されましたが、相続手続きが未了のた

め、平成30年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当する事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 久 保 田 　 一 　 臣

常 務 取 締 役 宮 尾 　 聡 営業本部長兼ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長兼製造部長

取 締 役 横 　 山 　 喜 　 晴 第二事業部長

取 締 役 寺 　 澤 　 和 　 宏 管理本部長兼総務部長

取 締 役 中 　 村 　 徳 　 男

常 勤 監 査 役 北 　 澤 　 美 　 行

監 査 役 角 澤 本 広 長野信用金庫常務理事

監 査 役 宮 坂 廣 司

(注) １．取締役会長久保田知幸氏は、平成30年１月21日逝去により退任いたしました。

　　 ２．取締役中村徳男氏は、社外取締役であります。

　　 ３．監査役北澤美行氏は、長年当社の経理業務を担当しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。

４．監査役角澤本広氏及び監査役宮坂廣司氏は、社外監査役であります。

５．当社は、取締役中村徳男氏及び監査役宮坂廣司氏を東京証券取引所の定めに基づ

く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う  ち  社  外  取  締  役）

８名
(１)

77百万円
(０)

監 査 役
（う  ち  社  外  監  査  役）

３
(２)

11
(１)

合 計
（ う  ち  社  外  役  員 ）

11
(３)

88
(１)

(注) １．上記には、平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役２名、平成30年１月21日に逝去した故取締役会長久保田知幸氏を含んで

おります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会において年

額240百万円以内（ただし、使用人分給与は含まれない。）と決議いただいており

ます。

４．監査役の報酬限度額は、平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会において年

額24百万円以内と決議いただいております。

５．平成29年６月29日開催の第71期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をも

って退任した取締役１名に対し、退職慰労金５百万円を支払っております。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等と重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・社外監査役角澤本広氏は長野信用金庫の常務理事であります。同金

庫と当社との間で定型的な金融取引を行っておりますが、社外監査

役個人が利害関係を有するものではありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会
（35回開催）

監査役会
（８回開催）

出 席 回 数 出 席 回 数

取締役 中 村 徳 男 ５回 －回

監査役 角 澤 本 広 ７ ７

監査役 宮 坂 廣 司 ８ ８

・取締役会及び監査役会における発言状況

　取締役中村徳男氏、監査役角澤本広氏及び宮坂廣司氏は、取締役

会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており

ます。

　また、監査役会において、監査の方法その他の監査役の職務の執

行に関する事項について、発言を行っております。

　取締役中村徳男氏は、平成29年６月29日開催の第71期定時株主総

会において選任されたため、取締役会の開催回数が他の社外監査役

と異なります。

なお、同氏の就任後の取締役会の開催回数は26回であります。
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(4) 会計監査人の状況

①　名称　　清陽監査法人

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 25百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金額その他財
産上の利益の合計額

25百万円

(注) １．当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見
積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、
会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い

たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告

いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は以下のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　当社はコンプライアンスに係る社内規程「コンプライアンス基本規

程」、「コンプライアンス憲章」を定め、「業務従事者行動規範」を中

心に取締役及び使用人の法令遵守の強化推進を行っております。またコ

ンプライアンス担当役員により役職員に対し教育・研修を継続的に行っ

ております。

　また内部通報体制に係る社内規程を定め、取締役及び使用人等が社内

においてコンプライアンス違反行為を防止する体制を構築するとともに

通報内容を秘守し、通報者に対し不利益な扱いを行わないことを定めて

おります。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る「取締役会議事録」、「経営会議議事録」、

「稟議書」等の重要文書及びその他の情報については「文書管理規程」

ほか社内規程の定める方法により適切に保存管理しており、取締役及び

監査役はいつでもこれらの文書を閲覧できる体制になっております。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事業活動全般にわたり発生する様々なリスクに対し、統括責任者とし

て管理本部長が管理しており、子会社を含めて全社的対応を行っており

ます。経営戦略上のリスクについては経営会議において、業務上のリス

クについては関連部門においてそれぞれリスク分析及びその対応策を検

討し、取締役会、経営会議において報告及び審議しております。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役の意思決定を効率的に執行するために「業務分掌規程」、「職

務権限規程」、「稟議規程」等を定め、適正且つ効率的に職務の執行が

行われる体制を確保しております。

　また取締役会を定期的に開催し、各取締役の職務の執行に対する評

価・分析を行っている他、取締役、監査役及び経営戦略決定に必要な部
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門長による経営会議を定期的に開催し、業務執行に関する事項に係る報

告及び重要事項の係るテーマについて審議をしております。

⑤当社並びに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　当社グループは、経営基本方針、年度基本方針に基づき、方針と施策

についての協議を行い、経営計画に沿った企業経営を行っております。

また取締役会及び経営会議にて子会社管理担当の部門長より業務状況等

の執行報告が定例的に行われております。

　当社グループ各社の内部監査及び内部統制監査を行う担当部署を設け、

グループ各社と協議、情報の共有、指示、伝達を効率的に行っており、

その結果を代表取締役及び監査役に報告をしております。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する体制並びに当該使用人の取締役からの独立性に関す

る体制

　監査役から要請があった場合、監査役の職務を補助すべき使用人を置

くものとし、当該使用人はその要請に関して取締役会の指揮命令を受け

ない体制となっております。

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

　監査役は取締役会、経営会議及びその他の重要な会議に出席すると共

に、取締役からその職務の執行状況の聴取を行い、関係資料を閲覧し意

見を述べることができる体制となっております。

　取締役及び使用人は、当社グループに重大な影響を及ぼす事象が発生

又は発生する恐れがあるとき、取締役及び使用人が違法又は不正な行為

を発見したとき、その他監査役が報告すべきものと定めた事象が発生し

たときは、速やかに監査役に報告する体制となっております。

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役及び使用人は、監査役から当社グループに係る会社情報を求め

られたときは遅延なく提供できるようにするなど、監査役の監査環境の

整備を整えております。

　また監査役会は代表取締役、監査法人との定期的な意見交換を開催し、

併せて内部監査部門との連携を図っております。
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⑨財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、金融商品取引法等の定めに従い、健全な内部統制環

境の保持に努めてまいります。また有効且つ正当な評価ができる内部統

制システムを構築し、適正な運用に努めることにより、財務報告の信頼

性と適正性を確保いたします。

⑩反社会勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社グループは、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済、社会

の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断し、当社及びグループ各子

会社の事業に対する公共の信頼の維持、業務の適正性及び健全性を確保

することを基本方針としております。

　また反社会的勢力による不当要求があった場合、警察、暴力追放運動

推進センター、弁護士などの外部専門機関と緊密な連携を図り、組織的

且つ速やかに対応してまいります。

(6) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

1.コンプライアンス体制

①コンプライアンス基本規程、業務従事者行動規範、個人情報保護方針等、

遵守すべき規範・指針を印刷した「コンプライアンス憲章」を当社グル

ープ全社員へ配布し、コンプライアンスを遵守すべく周知徹底を図って

おります。また部門ごと定期的にコンプライアンス憲章記載の規範・指

針について研修会を実施いたしました。

②内部通報窓口を社内及び第三者機関に設置し、内部通報制度による通報

があった場合の調査及び適切な措置の実行を当社内部監査課が行う体制

を整えております。

2.リスク管理体制

①事業活動全般にわたり発生する様々なリスクに対し、統括責任者として

管理本部長が管理しており、子会社を含めて全社的対応を行っておりま

す。経営戦略上のリスクについては経営会議において、業務上のリスク

については関連部門においてそれぞれリスク分析及びその対応策を検討

し、取締役会、経営会議においてその報告及び審議をしております。
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②内部監査課が内部監査規程に基づき、内部監査計画書に沿って当社及び

各グループ子会社の内部監査を実施、リスク状況を把握・監視しており、

内部監査報告書を通じて当社役員に対して報告がなされております。

3.経営管理体制

　取締役及び経営戦略決定に必要な部門長で構成された経営会議を月２

回定期的に開催し、重要事項の審議及び検討をし、経営計画の進捗状況

についての報告及び対策等の検討を行っております。

4.取締役の職務執行について

　取締役会を定期的に開催し、各取締役の職務の執行に対する評価・分

析を行っている他、業績の報告及び経営上の重要事項の審議及び承認を

行っており、本取締役会に監査役も出席することで、取締役の業務執行

の状況の把握を行っております。

5.監査役の職務執行について

　常勤監査役１名が取締役会、経営会議に出席し、取締役の職務執行状

況を監査しております。

(7) 剰余金の配当等に関する基本方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策のひとつと位置づ

け、収益力の向上、財務体質の強化等を総合的に勘案し、配当を実施し

ていくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基

本方針としております。これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当

については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　当第72期の期末配当金につきましては、上記方針に従い当期の連結業

績及び当期末における当社の財務状況等を総合的に勘案し、１株当たり

25円の配当を予定しております（中間配当は実施しておりません）。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷金及び保証金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,825,340

417,294

758,667

461,545

66,489

34,053

88,184

△894

3,593,550

2,184,744

903,673

92,853

64,418

1,123,798

0

180,428

10,269

2,697

167,461

1,228,377

38,757

728,629

400,722

73,720

△13,451

流 動 負 債 　1,921,749

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 　409,412

短 期 借 入 金 　400,000

１年以内返済予定長期借入金 　513,359

１ 年 以 内 償 還 予 定 社 債 100,000

賞 与 引 当 金 　52,527

返品調整引当金 　2,590

ポイント引当金 　12,782

未 払 金 　216,262

未 払 費 用 　91,320

未 払 法 人 税 等 　41,825

そ の 他 　81,669

固 定 負 債 1,697,945

長 期 借 入 金 　1,192,246

役員退職慰労引当金 　96,697

資 産 除 去 債 務 　355,388

長期預り保証金 　47,852

そ の 他 　5,760

負 債 合 計 　3,619,694

（純資産の部）

株 主 資 本 　1,805,614

資 本 金 　1,000,000

資 本 剰 余 金 　708,318

利 益 剰 余 金 　297,658

自 己 株 式 　△200,363

その他の包括利益累計額 　△6,417

その他有価証券評価差額金 　△6,417

純 資 産 合 計 　1,799,196

資 産 合 計 5,418,891 負 債 純 資 産 合 計 　5,418,891

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　10,510,518

売 上 原 価 　7,870,453

売 上 総 利 益 　2,640,064

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　2,473,573

営 業 利 益 　166,491

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,549

受 取 事 務 費 　2,023

そ の 他 9,704 　18,277

営 業 外 費 用

支 払 利 息 　26,147

借 入 金 繰 上 返 済 精 算 金 15,612

そ の 他 　880 　42,640

経 常 利 益 　142,129

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 　1,595

受 取 保 険 金 86,338

事 業 譲 渡 益 12,630

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 15,330 115,894

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 339

固 定 資 産 除 却 損 16

減 損 損 失 11,525

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 25,554

社 葬 費 用 　17,434 　54,870

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　203,153

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 　69,729

法 人 税 等 調 整 額 　△4,788 　64,940

当 期 純 利 益 　138,212

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 　138,212

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日

期 首 残 高
1,000,000 708,318 171,958 △200,344 1,679,932

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,512 △12,512

親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益
138,212 138,212

自 己 株 式 の 取 得 △19 △19

自 己 株 式 の 処 分 1 1

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変 動 額 ( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額 合 計
－ － 125,700 △18 125,681

平成30年３月31日

期 末 残 高
1,000,000 708,318 297,658 △200,363 1,805,614

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産

合 計その他有価証券

評 価 差 額 金

そ の 他 の

包 括 利 益

累 計 額 合 計

平成29年４月１日

期 首 残 高
△5,244 △5,244 1,674,688

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △12,512

親会社株主に帰属す

る 当 期 純 利 益
138,212

自 己 株 式 の 取 得 △19

自 己 株 式 の 処 分 1

株主資本以外の項目

の連結会計年度中の

変 動 額 ( 純 額 )

△1,173 △1,173 △1,173

連 結 会 計 年 度 中

の 変 動 額 合 計
△1,173 △1,173 124,508

平成30年３月31日

期 末 残 高
△6,417 △6,417 1,799,196

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　13社

・主要な連結子会社の名称　　　　有限会社タカチホ・サービス

株式会社越後銘販

株式会社札幌旬彩堂

株式会社青森銘販

株式会社奥羽銘販

庄和堂株式会社

株式会社蔵王銘販

株式会社郡山銘販

株式会社赤城銘販

株式会社佐渡銘販

株式会社東京旬彩堂

株式会社富士銘販

株式会社ひだ銘販

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　　有限会社仙台旬彩堂

・連結の範囲から除いた理由　　　非連結子会社の総資産額、売上高、当期純損益及び

利益剰余金等がいずれも連結計算書類に重要な影響

を及ぼさないため連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社の状況

持分法適用の非連結子会社はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社の状況

・主要な会社の名称　　　　　　　有限会社仙台旬彩堂

・持分法を適用していない理由　　持分法を適用していない非連結子会社は､ それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ全体としても重要性がないため、持分法

の適用から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。
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(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ． 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ． たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

（ただし、小売商品の一部は売価還元法による低価

法）

・製品　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法

・原材料　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法

・貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び連結子会社は定額法によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～40年

機械装置及び運搬具　３～10年

工具器具備品　　　　３～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

・その他の無形固定資産　　　　定額法によっております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額基準により当連結会計年度に負担すべき額を計

上しております。

ハ．返品調整引当金　　　　　　　販売した商品及び製品の返品による損失に備えるた

め、過去の実績を基礎として算出した売買利益相当

額を計上しております。

ニ．ポイント引当金　　　　　　　将来のポイント使用による費用発生に備えるため､ 

使用実績率等に基づいて見積った額を計上しており

ます。

ホ．役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に

基づく当連結会計年度末要支給見積額を計上してお

ります。

④　その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

２．会計上の見積りの変更に関する注記

　当社は、新潟市中央区及び長野市の土地について、温浴施設事業等の用に供する目的で、

期間を20年とする事業用定期借地権設定契約を締結し、建物等については耐用年数を借地

契約期間として減価償却を行っておりましたが、当連結会計年度に事業用定期借地権設定

合意書を締結し、契約期限を10年延長いたしました。

　この結果、耐用年数を変更後の借地契約期間に見直し、将来にわたり変更しております。

　また、事業用定期借地権設定契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務

についても、支払発生までの見込み期間を延長しており、この変更により資産除去債務残

高を21,845千円減額しております。さらに契約期間の変更を契機として将来の除去費用の

見積りを再度実施した結果、資産除去債務残高を909千円減額しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の営業利益及び経常利益は22,208千

円、税金等調整前当期純利益は36,385千円それぞれ増加しております。
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３．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

建物及び構築物 653,743千円

土地 1,003,759千円

計 1,657,503千円

②　担保に係る債務

短期借入金 400,000千円

１年以内返済予定長期借入金 513,359千円

長期借入金 1,192,246千円

計 2,105,605千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,322,800千円

(3) 国庫補助金等による圧縮記帳額 42,223千円

(4) 偶発債務

　三菱ＵＦＪリース株式会社を被保証者として、平成33年12月末までの事業用土地の賃借

人としての賃料（現行月額1,942千円）の支払等一切の債務について、当該土地の賃貸人

に対して連帯保証を行っております。

(5) 期末日満期手形

　期末日手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形が期末残高に

含まれております。

受取手形 4,782千円

４．連結損益計算書に関する注記

たな卸資産の評価損

　当連結会計年度末のたな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のた

な卸資産評価損が売上原価に含まれております。

7,113千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 7,275,000株 －株 6,547,500株 727,500株

（注１）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。

（注２）変更事由の概要

　　　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　株式併合による減少　　　6,547,500株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,018,908株 19株 917,018株 101,909株

（注１）平成29年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しておりま

す。

（注２）変更事由の概要

　　　　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　単元未満株式の買取による取得　 19株

　　　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　株式併合による減少　　　　917,018株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

　　平成29年６月29日開催の定時株主総会決議による配当に関する事項

　　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　（イ）配当金の総額 ……………………　12,512千円

　　　　（ロ）配当の原資 ………………………　利益剰余金

　　　　（ハ）１株当たり配当額 ………………　２円

　　　　（ニ）基準日 ……………………………　平成29年３月31日

　　　　（ホ）効力発生日 ………………………　平成29年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に

なるもの

　　平成30年６月28日開催の定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

　　　・普通株式の配当に関する事項

　　　　（イ）配当金の総額 ……………………　15,639千円

　　　　（ロ）配当の原資 ………………………　利益剰余金

　　　　（ハ）１株当たり配当額 ………………　25円

　　　　（ニ）基準日 ……………………………　平成30年３月31日

　　　　（ホ）効力発生日 ………………………　平成30年６月29日
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入により資金を調達しております。

　　受取手形及び売掛金に係る顧客のリスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに

時価の把握を行っております。

　　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、デリバテ

ィブ取引は実施しておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額(*) 時       価 (*) 差 額

① 現 金 及 び 預 金 417,294千円 417,294千円 －千円

② 受取手形及び売掛金 758,667 758,667 －

③ 投 資 有 価 証 券 17,991 17,991 －

④ 敷 金 及 び 保 証 金 687,539 684,498 △3,041

⑤ 支払手形及び買掛金 (409,412) (409,412) －

⑥ 短 期 借 入 金 (400,000) (400,000) －

⑦ 長 期 借 入 金 (1,705,605) (1,702,558) △3,047

⑧ 社 債 (100,000) (100,000) －

(*) 負債に計上されているものは、(　)で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

③投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

④敷金及び保証金

敷金の時価については、一定の期間ごとに分類し、与信管理上のリスク区分ごとに、その

将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

⑤支払手形及び買掛金、⑥短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

⑦長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利による長期借入金を除き、元利金の合計額を同様

の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定しております。変動金利に

よる長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。なお、長期借入

金には１年以内返済予定分が含まれております。

⑧社債

社債の時価については、社債の全てが１年以内償還予定となっており、時価は帳簿価額に

ほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額20,766千円）は、市場価格が無く、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、「③投資有価証券」には含めておりません。

（注３）敷金及び保証金のうち、得意先と取引終了時に一括精算される営業保証金（連結貸借

対照表計上額41,089千円）については、将来キャッシュ・フローを見積もることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④敷金及び保証金」には含めて

おりません。
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７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループは、長野県その他の地域において、賃貸用の商業施設等を有しておりま

す。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

524,814千円 2,994千円 527,808千円 373,707千円

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

（注２）連結会計年度末の時価は、主として不動産鑑定士による鑑定評価額であります。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,875円99銭

(2) １株当たり当期純利益 220円93銭

（注）１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益は、当連結会計年度に行いました株

式併合が当連結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

９．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。
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10．その他の注記

(1) 資産除去債務に関する注記

　当社グループは、温浴施設及び事業用資産の一部について土地所有者との間で賃借期間20

年の事業用定期借地権契約を締結しており、当該不動産賃借における賃借期間終了時の原状

回復義務に関し資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用見

込期間は20年、割引率は主として1.02％を採用しております。

　当連結会計年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

　　　期首残高 376,334千円

　　　時の経過による調整額 7,127千円

　　　資産除去債務の履行による減少額 △5,318千円

　　　見積りの変更による減少額 △22,754千円

期末残高 355,388千円

　資産除去債務の見積りの変更の内容については、「会計上の見積りの変更に関する注記」

に記載しております。

(2) 減損損失に関する注記

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上

しております。

用　　途 場　　所 種　　類 減損損失

み や げ 小 売 神 奈 川 県 鎌 倉 市  他 建物、工具器具備品 他 11,525千円

　みやげ小売については、市況の著しい悪化により収益力が低下しているため、資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額との差額を減損損失とし、特別損失に計

上いたしました。

　なお、みやげ小売の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを1.66％で割り引いて算定しております。
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貸　借　対　照　表

（平成30年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

製 品

原 材 料

貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

破産更生債権等

長 期 前 払 費 用

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

　1,528,610

　243,378

　67,270

　472,301

307,815

25,555

65,087

1,402

　123

　32,735

　31,919

281,703

△680

　3,861,374

　2,176,811

　888,493

　13,331

　92,279

　573

　58,334

　1,123,798

　0

　178,900

　160,169

　10,269

2,697

　5,763

　1,505,661

　19,591

　322,029

　60

　11,731

　21,435

　701,302

　406,049

　33,553

　△10,092

流 動 負 債 　1,898,000

買 掛 金 　413,177

短 期 借 入 金 　400,000

１年以内返済予定長期借入金 　513,359

１ 年 以 内 償 還 予 定 社 債 100,000

未 払 金 　223,736

未 払 費 用 　83,875

未 払 法 人 税 等 　38,208

前 受 金 　14,683

預 り 金 　15,081

賞 与 引 当 金 　47,387

返品調整引当金 　969

ポイント引当金 　12,782

そ の 他 34,740

固 定 負 債 　1,697,945

長 期 借 入 金 　1,173,722

関係会社長期借入金 　18,524

役員退職慰労引当金 　96,697

長期預り保証金 　47,852

資 産 除 去 債 務 　355,388

そ の 他 　5,760

負 債 合 計 　3,595,945

（純資産の部）

株 主 資 本 　1,800,457

資 本 金 　1,000,000

資 本 剰 余 金 　708,318

資 本 準 備 金 1,251

その他資本剰余金 　707,066

利 益 剰 余 金 　292,502

利 益 準 備 金 　102,802

その他利益剰余金 　189,699

繰越利益剰余金 　189,699

自 己 株 式 　△200,363

評価・換算差額等 　△6,417

その他有価証券評価差額金 　△6,417

純 資 産 合 計 　1,794,039

資 産 合 計 　5,389,985 負 債 純 資 産 合 計 　5,389,985

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　9,705,478

売 上 原 価 　7,864,110

売 上 総 利 益 　1,841,368

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　1,682,680

営 業 利 益 　158,688

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,135

受 取 事 務 費 　6,437

そ の 他 6,890 　25,463

営 業 外 費 用

支 払 利 息 　26,506

借 入 金 繰 上 返 済 精 算 金 15,612

そ の 他 　879 　42,998

経 常 利 益 　141,152

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,595

受 取 保 険 金 86,338

事 業 譲 渡 益 12,630

資 産 除 去 債 務 戻 入 益 15,330 115,894

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 339

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 11,525

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 額 25,554

社 葬 費 用 　17,434 54,854

税 引 前 当 期 純 利 益 　202,192

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 　65,111

法 人 税 等 調 整 額 　△4,572 　60,539

当 期 純 利 益 　141,653

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主
資 本
合 計

資本準
備金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益

剰余金
利益剰余
金合計繰 越 利 益

剰 余 金

平 成 2 9 年 ４ 月 １ 日

期  首  残  高
1,000,000 1,251 707,066 708,318 101,551 61,808 163,360 △200,344 1,671,334

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 1,251 △13,763 △12,512 △12,512

当 期 純 利 益 141,653 141,653 141,653

自己株式の取得 △19 △19

自己株式の処分 1 1

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － 1,251 127,890 129,141 △18 129,123

平 成 3 0 年 ３ 月 3 1 日

期  末  残  高
1,000,000 1,251 707,066 708,318 102,802 189,699 292,502 △200,363 1,800,457

評価・換　算
差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

平 成 2 9 年 ４ 月 １ 日

期  首  残  高
△5,244 1,666,090

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △12,512

当 期 純 利 益 141,653

自己株式の取得 △19

自己株式の処分 1

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△1,173 △1,173

事業年度中の変動額合計 △1,173 127,949

平 成 3 0 年 ３ 月 3 1 日

期  末  残  高
△6,417 1,794,039

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額金は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法

③　たな卸資産

・商品　　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

 (ただし、小売商品の一部は売価還元法による

　低価法)

・製品　　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法

・原材料　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法

・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法による原価法

貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

　（リース資産を除く）　　　　　　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　３～40年

構築物      　３～40年

機械装置　　　３～10年

工具器具備品　３～20年

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法によっております。

　（リース資産を除く）　　　　　　ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づいております。

③　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

④　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見

込額基準により当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。

③　返品調整引当金　　　　　　　　販売した商品及び製品の返品による損失に備えるた

め、過去の実績を基礎として算出した売買利益相当

額を計上しております。

④　ポイント引当金　　　　　　　　将来のポイント使用による費用発生に備えるため､ 

使用実績率等に基づいて見積った額を計上しており

ます。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に

基づく事業年度末要支給見積額を計上しております。

(4）その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

２．会計上の見積りの変更に関する注記

　当社は、新潟市中央区及び長野市の土地について、温浴施設事業等の用に供する目的で、

期間を20年とする事業用定期借地権設定契約を締結し、建物等については耐用年数を借地

契約期間として減価償却を行っておりましたが、当事業年度に事業用定期借地権設定合意

書を締結し、契約期限を10年延長いたしました。

　この結果、耐用年数を変更後の借地契約期間に見直し、将来にわたり変更しております。

　また、事業用定期借地権設定契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務

についても、支払発生までの見込み期間を延長しており、この変更により資産除去債務残

高を21,845千円減額しております。さらに契約期間の変更を契機として将来の除去費用の

見積りを再度実施した結果、資産除去債務残高を909千円減額しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の営業利益及び経常利益は22,208千円、

税引前当期純利益は36,385千円それぞれ増加しております。
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３．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 653,743千円

土地 1,003,759千円

計 1,657,503千円

　　上記に対応する債務

短期借入金 400,000千円

１年以内返済予定長期借入金 513,359千円

長期借入金 1,192,246千円

計 2,105,605千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,187,035千円

(3) 偶発債務

　　三菱ＵＦＪリース株式会社を被保証者として、平成33年12月末までの事業用土地の賃借

人としての賃料(現行月額1,942千円)の支払等一切の債務について、当該土地の賃貸人に対

して連帯保証を行っております。

(4) 国庫補助金等によって取得した資産については、国庫補助金等に相当する下記の金額を

取得価額から控除しております。

　　　土地 42,223千円

(5) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　　　短期金銭債権 413,034千円

　　　短期金銭債務 41,377千円

　　　長期金銭債務 18,524千円

(6) 期末日満期手形

　期末日手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。な

お、当事業年度末日が金融機関休業日であるため、次の期末日満期手形が期末残高に含ま

れております｡

受取手形 4,782千円

４．損益計算書に関する注記

(1) 関係会社との取引高

①　売上高 3,475,728千円

②　その他の営業取引高 426,382千円

③　営業取引以外の取引高 11,874千円

(2) たな卸資産の評価損

　当事業年度末のたな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次のたな卸

資産評価損が売上原価に含まれております。

7,070千円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

　　　普通株式　　　　　101,909株

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

  繰延税金資産 千円

　　貸倒引当金損金算入限度超過額 3,280

    賞与引当金否認 16,887

    返品調整引当金否認 295

    ポイント引当金否認 3,892

 　 未払事業税及び未払事業所税否認 8,304

    役員退職慰労引当金否認 29,444

    減価償却限度超過額 270,321

    長期前払費用償却限度超過額 4,242

    一括償却資産損金算入限度超過額 4,200

    減損損失否認 84,607

　　資産除去債務否認 112,421

　　その他有価証券評価差額金 2,809

  　その他 8,708

    繰延税金資産小計 549,415

  　評価性引当額 △92,181

　　繰延税金資産合計 457,234

　繰延税金負債

　　資産除去債務建物否認 △19,265

　　繰延税金負債合計 △19,265

　　繰延税金資産の純額 437,969

－ 36 －

個別注記表



７．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、機械装置、車両運搬具、工具器具備品、ソフトウ

エアの一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

８．関連当事者との取引に関する注記

種 類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の 関 係

取引内容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子 会 社 ㈱ ひ だ 銘 販
（所有）

直接 100.0％
－

資金の貸付
（注）

65,862
そ の 他 流
動 資 産

67,300

利息の受取
（注）

492 － －

　　取引条件及び取引条件の決定方針等

　　（注）株式会社ひだ銘販に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定してお

ります。なお、資金の貸付については、反復的な取引に係るものであり、取引金額

は当期の平均貸付残高を記載しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,867円75銭

(2) １株当たり当期純利益 226円43銭

（注）１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益は、当事業年度に行いました株式併

合が当事業年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。
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10．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

11．その他の注記

(1) 資産除去債務に関する注記

　当社は、温浴施設及び事業用資産の一部について土地所有者との間で賃借期間20年の事業

用定期借地権契約を締結しており、当該不動産賃借における賃借期間終了時の原状回復義務

に関し資産除去債務を計上しております。資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は

20年、割引率は主として1.02％を採用しております。

　当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりであります。

　　　期首残高 376,334千円

　　　時の経過による調整額 7,127千円

　　　資産除去債務の履行による減少額 △5,318千円

　　　見積りの変更による減少額 △22,754千円

期末残高 355,388千円

　資産除去債務の見積りの変更の内容については、「会計上の見積りの変更に関する注記」

に記載しております。

(2) 減損損失に関する注記

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。

用　　途 場　　所 種　　類 減損損失

み や げ 小 売 神 奈 川 県 鎌 倉 市  他 建 物 、 工 具 器 具 備 品  他 11,525千円

　みやげ小売については、市況の著しい悪化により収益力が低下しているため、資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額との差額を減損損失とし、特別損失に計

上いたしました。

　なお、みやげ小売の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを1.66％で割り引いて算定しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月24日

株式会社　タカチホ

取締役会　御中

　　清陽監査法人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 大河原　恵　史 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 松 渕 敏 朗 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社タカチホの平成29年4月1日

から平成30年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社タカチホ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算

書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成30年５月24日

株式会社　タカチホ

取締役会　御中

　　清陽監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 大河原　恵　史 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 渕 敏 朗 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社タカチホの平成29年

4月1日から平成30年3月31日までの第72期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第72期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決
裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社からの事業の報告を
受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及び子会社から成る企業
集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的
に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。
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２．監査の結果

(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を
正しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3)　連結計算書類の監査結果

　会計監査人清陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成30年５月25日
　　　　　　　　　　株式会社タカチホ　監査役会

常 勤 監 査 役 北 澤　美 行 ㊞

社 外 監 査 役 角 澤　本 広 ㊞

社 外 監 査 役 宮 坂　廣 司 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　　剰余金処分の件

　当社は、株主様への利益還元を経営上の最重要施策のひとつと位置づけ、

収益の向上並びに財務体質の強化を通じ、安定的かつ着実な配当実施を図っ

てまいりたいと考えております。

　当期の期末配当につきましては、業績並びに経営環境を考慮し、以下のと

おり配当いたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

　金銭

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式　１株につき金25円

　配当総額　　　15,639,775円

（注）当社は平成29年10月１日付で普通株式10株を１株にする株式併合

を実施しております。前期の年間配当額を当該株式併合実施後に

換算しますと、１株当たり20円に相当しますので、当期の配当金

は前期に比べ実質５円の増配となります。

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

　平成30年６月29日
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第２号議案　　取締役５名選任の件

　取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、社外取締役１名を含む取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。なお、取締役の任期は１年であります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 数

１
く　ぼ　た か　 ず 　み

久 保 田 一 臣
(昭和57年７月５日生)

平成20年４月　当社入社

平成27年１月　当社経営マネジメント課長

平成28年４月　当社マーケティング部長

平成28年６月　当社取締役

平成29年１月　当社代表取締役社長（現任）

19,300株

２
みや　　　お 　　　 さとし

宮 尾 聡
(昭和48年12月26日生)

平成８年４月　当社入社

平成22年４月　当社営業推進グループ課長

平成25年４月　当社営業戦略室グループ長

平成27年１月　当社ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長兼製造部長

平成28年４月　当社営業本部部長兼製造部長

平成28年６月　当社取締役営業副本部長兼製

造部長

平成29年１月　当社常務取締役営業本部長兼

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部長兼製造部長

平成30年４月　当社常務取締役営業本部長兼

製造部長（現任）

17,100株

３
よこ　　やま よし　　はる

横 山 喜 晴
(昭和34年８月28日生)

昭和57年３月　当社入社

平成７年４月　当社長野第三営業所課長

平成16年４月　当社第二営業所長

平成17年10月　当社松本営業所長

平成21年４月　当社第一事業部次長

平成28年４月　当社第二事業部長

平成29年１月　当社執行役員第二事業部長

平成29年６月　当社取締役第二事業部長

（現任）

2,200株

４
てら　　さわ かず　　ひろ

寺 澤 和 宏
(昭和40年３月21日生)

昭和62年４月　当社入社

平成19年４月　当社業務監査室課長

平成24年４月　当社経営企画部内部監査課長

平成27年１月　当社経営企画部次長

平成29年１月　当社執行役員管理本部部長

平成29年６月　当社取締役管理本部長兼総務

部長（現任）

100株
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位、担当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当社
の 株 式 数

５

なか　　むら の　 り 　お

中 村 徳 男
(昭和25年８月10日生)

【社外取締役としての
在任年数　１年】

昭和44年４月　関東信越国税局　採用

平成４年６月　税理士資格取得

平成23年７月　関東信越国税局　退職

平成23年８月　中村徳男税理士事務所　開設

（現任）

平成25年６月　株式会社丸水長野県水監査役

就任

平成27年４月　関東信越税理士会長野支部副

支部長　就任

平成29年３月　関東信越税理士会長野支部副

支部長　退任

平成29年４月　株式会社丸水長野県水監査役

退任

平成29年６月　当社取締役（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２．中村徳男氏は、社外取締役候補者であります。

３．中村徳男氏は、平成29年６月から当社取締役を務めており、業務執行を行う経営陣

から独立した立場にあり、税理士としての企業財務・会計に関する豊富な専門知識

と経験に基づく幅広い見識を当社の経営全般に反映していただくため、引き続き社

外取締役として選任をお願いするものであります。

４．当社は、中村徳男氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同証券取引所

に届け出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員と

する予定であります。
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第３号議案　　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

　平成30年1月21日に逝去された故久保田知幸氏の在任中の功労に報いるた

め、当社における一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈す

ることといたしたく存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いた

いと存じます。

　退任取締役の略歴は、次のとおりであります。

氏　　　　名 略 　 　 歴

く　ぼ　た とも　　ゆき

久 保 田 知 幸

昭和53年１月　当社入社
昭和60年５月　当社取締役　第三事業部長
昭和62年４月　当社常務取締役
平成元年６月　当社専務取締役
平成９年６月　当社代表取締役社長
平成29年１月　当社取締役会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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メ　　モ

メモ



株主総会会場ご案内図

会場　長野県長野市大豆島5888番地

当社本店３階ホール

電話 026-221-6677

県庁

R19

至松本

善光寺

長野運動公園

R18

至須坂 上越

古牧小学校

しんきん

ヤング
ファラオ

大
豆
島
小
学
校

長野赤十字

至
上
田

丹
波
島
橋

長
野
大
橋

五
輪
大
橋

落
合
橋

落合橋入口
停留所

エム
ウエーブ 長野東高校

R1
8

屋
島
橋

須
坂
長
野
東
イ
ン
タ
ー

至
中
野

至須坂、菅平

至
更
埴

上
信

越
自

動
車

道

千

犀　川

当社

長
野
駅

川

曲

病院

交通の便　　●長野駅（善光寺口）４番のりば

アルピコ交通【46】市役所・若穂病院経由

保科温泉行（午前９時30分発）

「落合橋入口」停留所下車（徒歩５分）

地図


